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2はじめに

◼ 三次調整力②（以下、三次②）の必要量については、第20回本小委員会（2020年12月11日）において、
下記のとおり、事後検証と事前評価を行うことと整理した。

事後検証：一般送配電事業者が必要量の妥当性について事後検証を実施し、広域機関が検証結果を確認

事前評価：一般送配電事業者が作成した三次②必要量テーブルの妥当性を広域機関が評価

◼ このうち、事後検証として、一般送配電事業者により2024年度の三次②必要量に関する検証結果が提示され、
広域機関において、その内容の確認を実施した。

◼ また、事前評価として、一般送配電事業者が算定した2025年度の三次②必要量テーブルについて、広域機関に
おいて評価を実施したため、本日はそれらの内容についてご議論いただきたい。



3(参考) 需給調整市場における検討課題について

出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html


4(参考) 三次②必要量に関する検証プロセスについて

出所）第20回需給調整市場検討小委員会（2020年12月11日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


5(参考) 調整力確保における今回の検証の位置づけ

◼ 2024年4月以降、需給調整市場の全商品取引開始により、調整力公募が廃止され、一般送配電事業者は全て
の調整力（一次～三次②）を需給調整市場から調達することとなった。

◼ また、三次②の入札時間単位は3時間であったが、2025年度4月から30分に変更となり、加えて週間単位で取引
されていた一次～三次①は、2026年度から前日取引となり、入札時間単位も30分に変更となる。

◼ その中で、今回の検証は2024年度の三次②必要量および2025年度の三次②必要量の妥当性を検証するもの。

調達時期 ～2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

前年

前週

前日

調整力公募（電源Ⅰ）

需給調整市場
（三次①）

需給調整市場（三次②）

需給調整市場
（一次～三次①）

余力活用契約

2024年度の必要量は
妥当であったか

2025年度の必要量は
妥当か

需給調整市場
（一次～三次①）

需給調整市場（三次②）

取引時間単位：３時間

取引時間単位： 30分

凡例

調整力公募（電源Ⅱ）



6(参考) 入札単位時間の変更について

出所）今後の要件変更等について（2024年3月27日更新）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/youkenhenkou_20240327.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/youkenhenkou_20240327.pdf
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9

国（エネ庁） 広域機関※1

対応事項 FIT交付金活用に関する整理 三次②必要量低減に向けた対応

詳細

・調達費用の算出

・調達単価の検証

・再エネ予測精度向上※2

・募集量削減の取り組み※3

・再エネ予測精度向上

・必要量低減に向けた施策検討

・必要量算出方法の妥当性評価

三次②調達に係る管理・検証の考え方について

◼ 三次②調達に係るFIT交付金の活用および必要量の低減に向けた対応について、下表のとおり、国と広域機関で
連携して対応している（必要量低減に向けた対応については、後述のとおり細分化して整理）。

※1  一般送配電事業者による取り組みの管理・検証
※2  必要量低減に係る予測精度向上については、国（NEDO事業）でも対応
※3  2024年度の応札不足および調達費用高騰の状況に対し、募集量見直し（一定割合を乗じた募集量の削減）を実施している

：調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

：需給調整市場検討小委員会



10（参考） 応札不足対策としての三次②募集量削減の取り組み（１／２）

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html

◼ 2024年4月より、需給調整市場の全商品の取引が開始されたものの、全商品において募集量に対する応札量の
未達が発生。前日取引については調達費用の高騰が発生した。

◼ この対策として、 前日取引商品である三次②の募集量に一定の割合（募集量削減係数）を乗じることで圧縮
する方法が提案され、6月以降時順次実施しているところ。

◼ これにより、6月以降の前日商品の未達率及び調達費用は4、5月比で減少したことが確認されている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html


11（参考） 応札不足対策としての三次②募集量削減の取り組み（２／２）

◼ 本取り組みでは、「エリアごとの応札状況等の特徴が反映できない点」「余力活用コストを踏まえたコスト総額低減の
必要性」といった課題があり、11月以降は余力のコストを踏まえ、ブロック別・エリア別で算定することとして、募集量
削減係数の算出方法を変更することとなった。

◼ なお、今回の三次②必要量に関する検証は、事前に取り決めた算定方法や必要量低減施策の効果を検証する
ものであり、直近の応札状況や余力平均単価といった、調整力必要量とは異なる外的要因により削減係数が決定
される募集量削減の取り組みは、今回の検証では考慮しないこととする。

出所）第97回制度検討作業部会（2024年10月30日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_06_00.pdf

出所）第96回制度検討作業部会（2024年9月27日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/096_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_06_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/096_03_00.pdf


12三次②必要量低減における関係性について

◼ 前述の三次②必要量低減に向けた管理・検証における実施事項については、それぞれ独立した項目ではなく、
下記のように必要量低減に向けた一連の流れとなっている。

◼ この関係性を踏まえ、2024年度の事後検証および2025年度の事前評価を行った。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

✓ 必要量算出諸元となる
至近の再エネ予測誤差
実績が改善

✓ 安定供給面・経済面から
妥当性のある単独エリアの
必要量テーブル作成

✓ 単独エリアテーブルからの
更なる必要量低減効果のある
最終的なテーブルの作成

実際に調達を行う三次②必要量の低減



13三次②必要量低減に向けた管理・検証の実施項目について

◼ 広域機関で対応する三次②必要量低減に向けた管理・検証プロセスにおいて求められる事項は以下の2点となる。

➢ 一般送配電事業者による必要量の低減が継続的に図られていること

➢ そのうえで生じた相応の再エネ予測誤差に対し、安定供給上適切な必要量が確保されていること

◼ 上記を踏まえると、三次②必要量低減に向けた管理・検証のプロセスで実施する事項は、具体的に下記のとおり、
「確立された再エネ予測精度向上技術の実装」「必要量算出方法の妥当性評価」「必要量低減に向けた施策
検討」になる。

再エネ予測精度向上※ 必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

実施項目

✓ 予測技術の開発他
-日射量予測に特化した
気象モデル開発 等

✓ 地理的粒度の適正化

✓ 複数モデルの活用

✓ アンサンブル予報に基づく
信頼度予測

✓ 必要量テーブル作成方法の
妥当性評価
-母集団データ採録期間
-特異値補正

✓ 複数エリアでの共同調達

✓ アンサンブル予報の活用

✓ 効率的な調達の導入

他、随時検証のうえ導入

【三次②必要量低減に向けた管理・検証】 ：広域機関の管理・検証範囲

※ 技術開発は気象の専門家によるところだが、複数モデルやアンサンブル予報の活用は気象の専門家による技術開発と連携して対応
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152024年度三次②必要量の事後検証方法について

◼ 三次②について、共同調達を導入した東エリア（東北・東京）および中西エリア（中部・北陸・関西・中国・四国・
九州）では、連系線の空容量に応じて、単独エリアの必要量テーブル（以下、単独エリアテーブル）と、共同調達に
使用する共同調達テーブルを使い分けて日々の調達が行われている。加えて2023年度から信頼度階級予測をもと
にして、全エリアでアンサンブル予報を活用した三次②必要量テーブルの導入が行われた。

◼ また、応札不足対策の一環として、メイン取引において1σ相当を調達し、再エネ予測値が大きく下振れした場合は、
余力活用により追加で調達する取り組みである三次②の効率的な調達を2024年7月から導入した。

◼ これら調達に使用されたテーブルについて、前述の事後検証の考え方に基づき、2024年度の事後検証として下表の
内容確認※を実施した。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

(1)予測誤差の比較検証
→「前日予測値-実績値」に

ついて23年度値と比較

(2)単独エリアテーブル妥当性評価
→単独テーブル必要量と再エネ予測

誤差実績の比較
(採録期間2年・特異値1%補正)

(3)必要量低減効果
→従来手法（テーブル値）

との比較

実際に調達を行う三次②必要量の低減

(4)経済性評価(使用率)
→実際に調達した調整力がどの

程度使用されているか

(5)必要量の低減有無
→23年度値と比較

(6)必要量低減に伴う
安定供給への影響評価

→三次②不足時の需給状況確認

(7)必要量低減施策の
運用への影響確認

→複数施策の継続性を確認

※ 今年度は昨今の必要量低減施策の導入に伴う運用への影響（負担）確認を追加。



16(参考) 三次②必要量の算出方法について

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024年11月26日) 資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html


17(参考) 三次②共同調達について

出所）第20回需給調整市場検討小委員会（2020年12月11日） 資料3
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


18(参考) 2024年度共同調達実施エリアについて

◼ 2024年度の共同調達対象エリアについては、新たに中部-関西間の空容量が見込まれることから、準備が整い次第
エリア拡大をすることとしており、2024年10月から中部エリアを加えた共同調達が開始された。

◼ これにより、共同調達については、東北・東京（東ブロック）と中部・北陸・関西・中国・四国・九州（中西ブロック）
の2か所で実施することとなっている。

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


19(参考) アンサンブル予報の活用について

出所）第92回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年11月17日）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_92_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/chousei_jukyu_92_haifu.html


20（参考） 三次②効率的な調達について

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024年11月26日) 資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html


21（参考） 三次②効率的な調達導入後のアンサンブル予報を活用した必要量テーブル

出所）第43回需給調整市場検討小委員会（2023年11月9日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html
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23（１）再エネ予測誤差の比較検証について

◼ 再エネ予測精度の変化に関する検証として、2023年度と2024年度の前日予測値と実績値の差分を確認した。

◼ 各年度の前日予測値から実績値が下振れした30分コマの合計値を算出した結果※1,2 、下図のとおりとなり、エリア
毎に差はあるものの※3 、全国合計では2023年度値と比較して、2024年度の予測誤差に大きな差はなかった。

[億kWh] 【2023年度及び2024年度の前日予測ー実績値】

【合計】
23年度：49.2 [億kWh]
24年度：47.6 [億kWh]

※1. 23年度値については、24年度の設備増加分を補正して算出。
※2. 対象期間は、4月～10月。
※3. エリアによっては2023年度と2024年度を比較して、再エネ予測誤差の変動があるが、

主に年度による気象状況の違いが影響したものと想定される。



24（２）単独エリア必要量テーブルの妥当性検証について

◼ 次に、事前評価された必要量テーブルの妥当性検証として、単独エリアテーブルによる必要量が、再エネ予測誤差の
実績に対し十分な量であったかを確認した。なお、昨年度と同様に各エリアの30分コマごとの 「再エネ予測誤差 －
三次②必要量」を算出し、必要量より再エネ予測誤差が大きいものを「不足」、必要量より再エネ予測誤差が小さい
ものを「充足」と定義した。

◼ 結果、不足コマが全国平均で23%となり、充足コマと合わせて昨年度実績（不足23%）と同等であったことから、
今年度のテーブル作成方法（採録期間2年、特異値補正1%）も妥当と評価できるのではないか。

【2024年4月から10月における各エリアの不足・充足コマ数割合 】

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 平均

不足 14 32 10 33 23 30 23 25 13 23

充足 31 59 52 60 69 54 62 66 62 57 

その他※ 55 9 38 7 8 16 15 9 25 20

※【再エネ予測誤差-必要量】＝0となるコマ
（必要量が0で上振れにより再エネ予測誤差も0となるコマを含む）

-4000

-2000

0

2000

【誤差実績－必要量】

不足が
大きい順に
並び替え

必要量が不足

必要量が充足

東京エリアの例
必要量

誤差実績

[%]

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



25(参考) 各エリアにおける単独エリア必要量と再エネ予測誤差の実績比較

北海道 中部

北陸 関西 中国

四国 九州

東北

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



26(参考) 2024年度必要量テーブルにおける母集団データ採録期間について

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


27(参考) 三次②必要量テーブルにおける特異値補正について

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


28(参考) 2023年度の再エネ予測誤差実績との比較結果

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


29(参考) 各エリア特異値補正毎の不足コマ数割合および不足最大量

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 平均

補正無 15 39 14 37 29 34 28 29 18 27 

3%補正
13

(▲2)
33

(▲6)
11

(▲3)
34

(▲3)
25

(▲4)
31

(▲3)
24

(▲4)
25

（▲4）
13

（▲5）
23

(▲4)

1%補正
12

(▲3)
32

(▲7)
10

(▲4)
33

(▲4)
23

(▲6)
30

(▲4)
23

(▲5)
25

（▲4）
13

（▲5）
22

(▲5)

全補正
12

(▲5)
30

(▲9)
9

(▲5)
31

（▲6）
21

（▲8）
30

（▲4）
22

(▲6)
24

（▲5）
11

（▲7）
21

（▲6）

【特異値補正有無による不足コマ数割合※1】

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 削減率
平均補正無 582 2,364 4,243 2,420 300 1,481 1,903 936 2,227

3%補正
509

(▲12)
2,332
(▲1)

4,243
(0)

2,420
(0)

278
(▲7)

1,201
(▲19)

1,903
(0)

829
(▲11)

1,805
(▲19)

▲7

1%補正
509

(▲12)
2,332
(▲1)

3,301
(▲22)

1,956
(▲19)

278
(▲7)

1,201
(▲19)

1,903
(0)

829
(▲11)

1,779
(▲20)

▲13

全補正
509

(▲12)
2,101
(▲11)

3,301
(▲22)

1,956
(▲19)

278
(▲7)

1,201
(▲19)

1,903
(0)

829
(▲11)

1,779
(▲20)

▲14

【特異値補正有無による不足最大量】※2

※2（ ）は補正無に対する削減割合[%]

※1（ ）は補正無に対する減少量

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成

[%]

[MW]



30（３）三次②必要量低減に向けた取り組みに対する評価について（１／２）

◼ 必要量低減に向けた施策検討に対する検証として、アンサンブル予報活用による必要量低減効果を確認した。

◼ 4月から10月における従来テーブルによる必要量と、上記施策導入後の必要量を比較したところ、下表のとおり、
全エリア合計で28.0億ΔkWh（▲20.7％）の低減が確認できた。

北海道 東北 東京 中部 北陸※2 関西 中国 四国 九州 合計

アンサンブル予報
・共同調達導入前

[億⊿kWh]※1

2.6 10.3 34.2 22.3 1.9 14.3 8.8 7.6 33.2 135.2

アンサンブル予報導入後
(共同調達導入前)

[億⊿kWh] ※1

1.9 8.3 26.7 15.8 1.6 11.8 7.2 6.4 27.5 107.2

低減効果
[億⊿kWh]

▲0.7 ▲2.0 ▲7.5 ▲6.5 ▲0.3 ▲2.5 ▲1.6 ▲1.2 ▲5.7 ▲28.0

（2024年4～10月※1）

※1 7月から効率的な調達を導入しているので、必要量は4~6月は3σ相当値、7~10月は1σ相当値（追加調達時は3σ相当値）

※2 北陸エリアは効率的な調達を導入した場合、アンサンブル予報を用いることで必要量が増加する可能性があることから、
効率的な調達の導入（2024年7月）以降はアンサンブル予報の活用を取りやめることとしていた。



31(参考) 効率的な調達導入後のアンサンブル予報の活用について

出所）第43回需給調整市場検討小委員会（2023年11月9日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html


32（３）三次②必要量低減に向けた取り組みに対する評価について（２／２）

◼ 次に、共同調達による必要量低減効果を確認した。

◼ 4月から10月における単独エリアテーブルによる必要量と共同調達を考慮した必要量を比較したところ、下表のとおり、
共同調達によって東京・東北エリアで2.6億ΔkWh、中西エリアで3.2億ΔkWhの必要量低減が確認できた。

◼ また、共同調達実施により、全エリア合計で5.8億ΔkWhの必要量低減となり、アンサンブル予報・共同調達導入前
の必要量（135.2億ΔkWh）と比較して、4.3%の必要量低減が確認できた。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

アンサンブル予報導入後
(共同調達導入前)

[億⊿kWh] ※1
1.9 8.3 26.7 15.8 1.6 11.8 7.2 6.4 27.5 107.2

アンサンブル予報導入後
(共同調達導入後)

[億⊿kWh] ※1
1.9 5.7 26.7※2 15.8※2 1.6※2 11.2 6.0 5.6 26.9 101.4

低減効果
[億⊿kWh]

▲2.6 ▲3.2 ▲5.8

（2024年4～10月） ：共同調達エリア

※2 東京・中部・北陸向きの連系線空容量は0のため、これらのエリアでは共同調達による必要量低減効果はない

※1 7月から効率的な調達を導入しているので、必要量は4~6月は3σ相当値、7~10月は1σ相当値（追加調達時は3σ相当値）



33(参考) 2023年度の三次②必要量低減に向けた取り組みに対する評価について

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


34（４）三次②の使用率について

◼ 三次②必要量に対する経済性評価として、実際の三次②必要量のうち、再エネ予測の下振れ誤差の実績値に
対応した使用率を確認した結果、実際の三次②必要量のうち、26.0%が再エネ予測誤差に対応しており、これは
2023年度事後検証における使用率（28.2%）と比較して大きな変化はない結果であった。

◼ 2025年は取引単位時間の変更（30分化）によって使用率向上が想定されるが、その他の使用率向上に向けた
一般送配電事業者の取組についても安定供給上の問題がないことを維持した上で、引き続き確認することとしたい。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

Ａ 必要量[億⊿kWh] 1.9 8.3 26.7 15.8 1.6 11.8 7.2 6.4 27.5 107.2 

Ｂ 誤差実績[億kWh] 0.5 2.5 6.4 5.3 0.4 3.1 1.9 2.4 5.5 27.9 

Ｃ(=B/A) 使用率[%] 26.1 30.3 23.8 33.5 24.3 26.4 26.3 37.2 19.9 26.0

A 必要量

B 再エネ誤差実績

（2024年4～10月の実績）

※1 再エネが上振れした場合の誤差は「０」とする ※2 必要量を超過する下振れ誤差は必要量を上限とする

※１

※2

※１

必要量がどの程度FITの下振れ誤差に対応したかを確認するため、誤差実績について以下のとおり集計



35(参考) 2023年度の三次②必要量に対する使用率

出所）第45回需給調整市場検討小委員会（2024年2月7日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_45_haifu.html


36（５）三次②必要量の低減有無について

◼ 次に2023年度と2024年度の4月～10月における必要量の比較を行った。なお、三次②必要量はFIT設備増減
の影響を受けることから、2023年度の必要量については、2024年度の設備増加率を補正することとした。（また、
三次②必要量は天候の影響も受けることが想定されるが、本比較では気象影響による補正は未適用としている）

◼ 結果は下図のとおりとなり、エリアによって多少の差異はあるものの、2023年度値と比較して、2024年度の必要量
は全国合計で約12億ΔkWh（10%）の低減が確認できた。

◼ これは、7月から導入した効率的な調達導入の効果が一部（7～10月必要量）に表れていると考えられる。

【23年度及び24年度4月～10月の三次②必要量比較】
[億ΔkWh]

【合計】
23年度：119.0 [億ΔkWh]
24年度：107.3 [億ΔkWh]

※ 九州エリアについては、2021年12月から足元補正予測（実況補正）を導入しGC予測精度が前年度に比べ向上しており、
三次②必要量算定式（「前日予測-実績」-「GC予測-実績」)の後半部分のみ減少したため、母集団の半分に適用されている
23年度必要量と比較し、母集団すべてに適用される24年度必要量が増加している。

※



37(参考) 効率的な調達導入による必要量低減効果について

出所）第43回需給調整市場検討小委員会（2023年11月9日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_43_haifu.html


38(参考) 九州エリアを除いた三次②必要量の低減有無について

◼ 必要量の比較に関して、特殊事情（GC予測方法の更新）で24年度必要量が増加した九州エリアを除いた場合、
2023年度値と比較して、2024年度の必要量は全国合計で約19億ΔkWh（19%）の低減が確認できた。

【23年度及び24年度4月～10月の三次②必要量比較】
(九州エリア除く)

[億ΔkWh]

【合計】
23年度：98.6 [億ΔkWh]
24年度：79.8 [億ΔkWh]



39（６）三次②必要量に対する安定供給への影響について

◼ 一方、必要量低減施策の導入によって、安定供給に影響を及ぼしていないかについても確認を行った。

◼ 三次②必要量は、GC以降の調整力が適切に確保されていることを前提に、現在の算定式（「前日から実績値の
予測誤差」 - 「GCから実績値の予測誤差」）を採用していることから、GC時点までの再エネ予測誤差に対して、
実際の三次②必要量が最も不足した断面において、GC以降の調整力余力も踏まえた再エネ予測誤差への対応
状況を確認することとした。

◼ 結果として、再エネ予測外しに伴う需給ひっ迫融通を受電したエリアはなく、二次②・三次①や余力活用電源および
広域需給調整（他エリアの調整力余力）によって対応できていたことから、三次②不足による安定供給上の問題
はなかった。

【東京エリアにおける三次②不足量が最大の断面の需給状況（6/29）】

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



40（参考）各エリアにおける三次②必要量の不足が最大となる断面（１／２）

北海道（6/20 11:30）

東北（7/20 13:00）

中部（6/17 14:30）

北陸（7/8 13:30）

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



41（参考）各エリアにおける三次②必要量の不足が最大となる断面（２／２）

関西（4/18 11:30）

中国（6/17 12:30）

四国（4/18 10:30）

九州（10/17 15:00 ）

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



42(参考) 三次②必要量が不足となるコマの発生

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


43(参考) 共同調達導入による安定供給面の評価について（１／２）

◼ 共同調達に関しては、3σ相当の再エネ予測誤差が発生しても融通を送受電できるよう、過去実績を元に、年間を
通じて空容量が残存している蓋然性が高い連系線に接続しているエリアを、2024年度共同調達実施エリアとして
選定している。

◼ 実需給断面においては、事前に想定した空容量がない場合、共同調達が行えず安定供給に影響を及ぼす可能性
が生じることから、連系線空容量期待値に対する実績確認を行った。

出所）第27回需給調整市場検討小委員会（2021年12月21日）資料３
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_27_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_27_haifu.html


44(参考) 共同調達導入による安定供給面の評価について（２／２）

◼ 共同調達における安定供給の観点から、連系線空容量の期待値と連系線空容量実績および受電期待量※との
比較を行った。

◼ その結果、中国・九州間連系線の順方向（九州向き）では、空容量実績が受電期待量を下回るコマが一部存在
したが、広域予備率やその他の連系線潮流状況から安定供給面に影響を及ぼす状況ではなかったことが確認できて
おり、その他の連系線に空容量がない断面でもエリア内で確保していた調整力で対応できていた。

※ 共同調達では他エリアから融通受電することを期待して必要量を低減しているため、その低減量を「受電期待量」とする。

評価内容
東北東
京間
(逆)

中部
関西間
(順)

北陸
関西間
(順)

関西
中国間
(順)

中国
四国間
(順)

中国
九州間
(順)

１
安定
供給面

連系線空容量実績が連系線空容量期待値を
下回っているコマの有無
（空容量実績＜空容量期待値）

0（0%） 4
(0.04%)

12
(0.12%)

467
(4.55%)

12
(0.12%)

149
(1.45%)

２
安定
供給面

連系線空容量実績が共同調達の他エリアからの
受電期待量を下回っているコマの有無
（空容量実績＜受電期待量）

0（0%） 0（0%） 0（0%） 0（0%） 0（0%） 13
(0.13%)

[コマ数](総コマ数10,272)

資料３ 別紙「三次調整力②に関する事後検証について（一般送配電事業者提出資料）」をもとに作成



45(参考) アンサンブル予報活用におけるテーブル選択の確認

出所）第30回需給調整市場検討小委員会（2022年7月13日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html

◼ 信頼度予測の運用では、気象会社からの予測信頼度に基づき、適切にテーブルを選択し、募集を行う必要がある。

◼ 自動的にテーブル選択するシステムを導入することが望ましいが、現在は手動にてテーブルの選択を行っている※ため、
適切なテーブル選択が実施できていたか確認を行った。結果として、2024年4月～10月については気象会社からの
予測信頼度に応じたテーブル選択を確実に実施できていたことを確認した。

※ こちらのシステム導入（自動化）については、運用開始以降、効率的な調達等の新たな運用対応が必要になったことに加え、効率的な調達で
1σ信頼度と3σ信頼度両方が必要になり、テーブル選択方法自体が変わったため、現時点において検討未着手な状況（今後、検討予定）。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_30_haifu.html


46（７）必要量低減施策の需給運用面への影響確認（１／３）

◼ これまで、本小委員会において「一般送配電事業者の需給運用業務が輻輳しており、施策の実施については運用
負担も考慮の上検討が必要である」といった旨のご意見を複数頂戴しているところ。

◼ また、第104回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年12月27日）においても「一般送配電
事業者の需給運用において度重なる制度変更への対応で日々の運用者負担が増加しており、このままでは需給
運用に支障をきたす虞があるため、制度設計でも運用を考慮いただきたい」といったご意見をいただいた。

◼ 上記を踏まえ、今年度より必要量低減施策の導入に伴う運用への影響（負担）確認を追加することとし、今回、
2024年度三次②に係る運用負担について確認を行った。

＜第104回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年12月27日）でのご意見＞

✓ 一般送配電事業者の需給運用は不測の事態に備えてある程度余裕をもった運用が望ましいが、多数の制度見直しへの対応として
システムが間に合わない場合はハンド対応等運用者負担でカバーすることが多く、業務が輻輳しており需給運用が困難になっている。
このまま制度対応が増加すると運用者負担が限界に達してしまうことが懸念される。（関西電力送配電 藤岡オブザーバー）

✓ やることが必須なものとやることが望ましいものを区分するなど優先順位をつける等、限られたリソースの中でメリットを最大化させるよう、
運用の実態を考慮した制度設計をしてほしい。（東京電力パワーグリッド 岸オブザーバー）

＜第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）でのご意見＞

✓ 12時～17時までの間はエリアの需給バランス作成や再エネ抑制量低減の為の長周期広域周波数調整の対応等の業務が輻湊して
いる時間なので、（中略）実務がワークするのかをしっかり見る必要があると考える。（中部電力パワーグリッド 山本オブザーバー）

＜第51回需給調整市場検討小委員会（2024年10月23日）でのご意見＞

✓ （持ち下げ供出に関して）新しく入ってくる仕組みが複雑だと、実運用に入ってからオペレーションのミスが発生してしまい、結果的には
調整力提供事業者をはじめとする関係者の皆様に迷惑をおかけすることになるので、複雑化しないシンプルな運用、精算になるよう
なルールを目指して、我々も一緒に検討していきたい。（中部電力パワーグリッド 山本オブザーバー）



47（７）必要量低減施策の需給運用面への影響確認（２／３）

◼ 実需給の前日に実施する三次②必要量算定業務において、複数エリアで連携して必要量を算定する「共同調達」、
前日の信頼度階級予測に応じて必要量テーブルを使い分ける「アンサンブル予報活用」、再エネ予測に応じて追加
調達を実施する「効率的な調達」といった複数の必要量低減の取組を近年導入している。

◼ これらの施策について、適切に組み合わせて必要量を算定することで、前述のとおり必要量削減効果が得られている
ものの、運用負担自体は年々増加しているともいえる。

◼ また、2025年度から「取引単位時間30分化」の導入が予定されており、日々の需給調整市場に関する運用負担
増加の傾向は継続するものと考えられる。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

共同調達

アンサンブル予報

効率的な調達

取引単位時間
30分化

2022年度より導入開始

2025年度より導入予定

2023年度より全エリア導入開始

2024年7月より導入開始

※ 上記に加え、需給調整市場に関しては2024年6月より「募集量削減」が導入されており、2026年4月より「週間商品の前日取引化」が予定されている。



48（７）必要量低減施策の需給運用面への影響確認（３／３）

◼ 一般送配電事業者は、時々刻々と変化する電力の需要と供給のバランス調整する需給運用や電力系統の電圧、
潮流を監視・制御する系統運用等によって、電力の安定供給を維持し続けている。

◼ その中核となる一般送配電事業者の中央給電指令所では、需給運用業務の一環として需給調整市場の取引に
関連する業務も実施している。

◼ 前述のとおり、三次②必要量低減施策をはじめ、需給調整市場取引に関連する業務が年々増加しており、その
運用状況の確認として、需給調整市場に係るオペレーションに関して、安定供給に支障をきたすリスクに繋がり得る
ヒヤリハット事例（三次②関連に限定）の発生状況を確認した。

◼ その結果、2023年度は6件（うち共同調達起因3件）、2024年度（2024年4月～2025年1月）は13件
（うち共同調達起因が8件）ヒヤリハット事例が発生しており、約2倍のペースで増加傾向であることがわかった。

◼ 要因別には、約半数が共同調達必要量の算定に関連するものであり、これは三次②必要量低減の取組が年々
追加導入される中、エリアを跨いだ運用※1である共同調達による運用負担が特に大きくなっているためと考えられる。

◼ 各審議会での一般送配電事業者オブザーバーからのご意見に加え、今回確認した運用への影響（ヒヤリハット発生
状況）を踏まえると、近年の「共同調達」「アンサンブル予報」「効率的な調達」等の必要量低減施策導入に伴う
運用負担増加により、現時点において既に需給運用は相当程度困難※2になっていたことが分かった。

◼ この点、これまでは調整力調達コスト低減のために各施策を順次導入してきたが、本来は必要量低減効果に加え、
運用負担も考慮した上で最大限効果的（安定供給に支障をきたさない範囲で最適な組み合わせ）となるように、
必要量低減施策の実施要否を判断する必要があったといえる。

※2 加えて、需給調整市場の取引実績等に応じた各種施策を追加導入することが困難な状態になっている。

※1 共同調達は各エリアの必要量を決定した後、各一般送配電事業者が連携して必要量を算定する等、エリア間連携を要するため特に運用が複雑となる。



49(参考) 共同調達に係る前日の運用業務について

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

◼ 現状、一般送配電事業者の運用においては、実需給の前日9時から12時には「再エネ予測」「FIT③スポット市場
入札」「三次②必要量算定」といった様々な業務が輻輳しており、近年は三次②必要量低減の取組（共同調達、
アンサンブル予報、効率的な調達）導入により、運用負担がより一層増加している。

◼ 特に三次②共同調達は以下のように他エリアとの連携が必要になり、運用負担増の大きな要因となっている。

1. 単独エリア必要量算定（各エリアごとに算定）

2. 共同調達エリア内の必要量配分（共同調達エリアごとの代表会社で対応）

3. MMSに必要量登録（各エリアごとに登録）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html


50

追加案件（年々増加）制度対応案件（ベース）

(参考) 必要量低減施策のシステム対応について

システム対応
（ベース改修が大宗を占めている）

※1 効率的な調達導入に際しては、三次②余剰分の時間前市場への売り入札の一時中断や、必要量算定上の一定の割り切りを実施（次頁参照）

システム化したくても
輻輳しておりすぐには不可

手動対応（ツール等） 負担増

※2 早期実現等の優先順位により、
システム化or手動対応を振り分け ※2

※2
※2

◼ 需給調整市場に限った話ではないが、需給調整市場に関する主なシステム改修だけ見ても、2021年度の三次②
の広域運用・調達開始（市場運開）、2022年度の三次①広域調達開始、2024年度の一次～二次②の広域
調達開始、2025年度の三次②の30分コマ化、2026年度の現在の週間商品の30分コマ化や前日取引化等、
2021年度の市場運開以降も毎年、需給調整市場に係るMMSや中給システムの改修を実施しているところである。

◼ そのため、三次②の必要量低減施策としては、2022年度からは「共同調達」、2023年度からは「アンサンブル予報
の活用」、2024年度からは「効率的な調達※1」導入があり、これらも理想的にはシステム対応が望ましかったところ、
システム対応の輻輳により困難であり、早期実現性の観点からマクロ等のツールを用いて手動対応してきたところ。

◼ 上記により、年々手動対応が積み重なっており（増加の一途）、これら運用負担増加により、現時点ですでに需給
運用は相当程度困難になっており、単純にこれまでのように各施策を順次導入すること（足し算）が難しい状況。

◼ 将来的には、これらのシステム化も検討の必要があるが、すぐには不可能であり、当面の間は、各段階（各年次）に
おいて各施策の最適な組み合わせを選定する必要がある。



51(参考) 三次②の効率的な調達の導入時の対応

◼ 三次②の効率的な調達を導入する際には、必要量の考え方に関しては、早期実現性や実務面（運用負担）を
踏まえて、一定の割り切り（週間商品の追加調達の有無に依らず1σを控除）を実施している。（左下図）

◼ 加えて、本取組導入前に実施していた三次②余剰分の時間前市場への売り入札に関しては、経済面や実務面
（運用負担）を踏まえて、三次②の効率的な調達の導入以降は一時中断としている。（右下図）

出所）第48回需給調整市場検討小委員会（2024年6月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html

出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_48_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html
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532025年度三次②必要量の事前評価項目について

◼ 次に2025年度の三次②必要量に対する事前評価項目として、前述の必要量低減に向けた管理・検証の考え方
に基づき、下表の内容を検討・評価した。

※1 2025年度必要量算出の諸元となる至近の前日予測値は、事後検証にて確認済み。また、予測精度向上に
向けた技術開発の状況については、適宜調整力及び需給バランス評価等に関する委員会にて報告する。

※2 2025年度に速やかに導入する必要量低減の施策はないが、現在検討中の施策については
「4.今後の三次②必要量低減の取り組みについて」でご紹介する。

再エネ予測精度向上
必要量算出方法の
妥当性評価

必要量低減に向けた
施策検討

事前評価項目はなし※1 (1) 母集団データ採録期間

(2) 特異値補正の有無

事前評価項目はなし※２

2025年度三次②事前評価項目

（3）運用負担を考慮した必要量低減施策の実施
（4）2025年度年間必要量推定値
（5）2025年度必要量の安定供給上の評価
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55（１）母集団データ採録期間について

◼ 2025年度必要量テーブルを作成する上で、採用する母集団データの採録期間について検証した。

◼ 2024年度の母集団データ採録期間は、気象予測の精度向上などの至近の取り組み効果が反映できる点や、
新たな必要量低減に向けた施策の期中導入の実効性が高いことから、至近2か年データを採用していた。

◼ 2025年度においても、諸元となる母集団データについては予測精度が高く、また新たな施策の導入効果が高くなる
至近データを使用することが比較的容易と考えられることから、昨年度同様至近2か年の採録期間としてはどうか※。

○前日予測値は、「23年11月～24年10月」を使用
○全テーブル閾値1%で特異値補正実施
○アンサンブル予報導入後の必要量テーブルで比較

（参考）2025年度テーブル作成方法による
採録期間毎の三次②年間必要量推定値

[億ΔkWh]

■9エリア合計値

採録期間2年：93.3億[ΔkWh]
採録期間3年：90.8億[ΔkWh]

※ 今回、採録期間3年の方が必要量合計値が小さいが、過去の事前評価では全て採録期間2年の方が小さく、今回の傾向が
特異的なものかどうかの判断が難しいため、次回の傾向も踏まえて、改めて妥当な採録期間の考え方について評価を行う。



56（２）特異値補正について

◼ 続いて、2025年度三次②必要量テーブルにおける特異値補正の実施有無を検証した。

◼ 特異値補正については、先述の事後検証のなかで、2024年度の必要量テーブルにおける系統規模に対する格差
1%以上への補正が妥当であったと評価したところ。

◼ 2025年度におけるAテーブル（信頼度Aの日に採用）、A+Bテーブル（信頼度Bの日に採用）、それぞれの格差
発生状況についても、2024年度の各テーブルと、傾向に大きな差がない状況となっているため、2025年度三次②
必要量テーブルに対しても特異値補正を実施することとし、補正の閾値としては、2024年度同様に、格差1%以上
に対する補正としてはどうか。

【格差発生状況（９エリア合計）】

:2025年度A+Bテーブル

:2025年度Aテーブル

※ 採録期間は全テーブル2年、必要量は1σ相当値を採用

:2024年度Aテーブル

:2024年度A+Bテーブル



572025年度三次②必要量テーブルに関する事前評価について

◼ ここまで整理した2025年度の三次②必要量テーブルの作成方法を踏まえ、2025年度の三次②必要量テーブルに
対する事前評価を実施した。具体的には、例年と同様の以下の内容について、下記テーブルを確認した。

➢ 単独エリアテーブル（AテーブルおよびA+Bテーブル）

◼ 一般送配電事業者から提出された三次②必要量テーブルについては、本小委員会で整理されたとおりの作成方法
で信頼度Aテーブル、A+Bテーブルが作成されていることを確認した。

【2025年度三次②必要量テーブルに関する確認事項（9エリア共通）】

確認項目 確認対象 確認結果

テーブル作成 母集団データ

採録期間
✓ 2023～2024年度の2か年分データを用いて、

母集団データを作成していることを確認

データの種別

✓ FIT特例①および③に係る「前日の予測値」、
「GC時点の予測値」、「実績値」を用いて、
母集団データを作成していることを確認

テーブル補正
再エネ設備量補正 ✓ 再エネ設備量の増減が反映されていることを確認

特異値補正 ✓ １%以上の格差に対して、特異値補正を実施していることを確認



58（３）運用負担を考慮した必要量低減施策の実施について（１／２）

◼ 2024年度三次②事後検証では、「共同調達」「アンサンブル予報」「効率的な調達」といった近年の必要量低減
施策の追加導入※に伴う運用負担増加により、既に需給運用は相当程度困難な状況と評価したところ。

◼ この点、2025年度から「取引単位時間30分化」を追加導入（単純に足し算）すると、4つの必要量低減施策を
組み合わせて運用することになるが、近年ヒヤリハット事例が約2倍のペースで増加傾向であることを踏まえると、これ
以上（4つ全て）の施策実施は安定供給に支障をきたす虞があるため、避ける必要があると考えられる。

◼ 上記を踏まえると、2025年度においては、運用負担を考慮した上で最大限効果的（安定供給に支障をきたさない
範囲で最適な組み合わせ）な施策を実施する、言い換えると、4つの必要量低減施策から最適な組み合わせを
選択する必要があるといえる。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

共同調達

アンサンブル
予報

効率的な
調達

取引単位
時間30分化

2022年度より導入開始

2025年度より
導入予定

2023年度より全エリア導入開始

2024年7月より導入開始

※ これらに加えて、必要量に募集量削減係数を乗じる募集量低減の取組も実施しているところ。

4つ全ての実施は
安定供給上避ける
必要があるため、
効果が最大
（最適）となる
組み合わせとする



59（３）運用負担を考慮した必要量低減施策の実施について（２／２）

◼ まず、運用負担の観点では、共同調達は各エリアの再エネ予測値に応じた必要量を決定した後で、各一般送配電
事業者が連携して必要量を算定することになり、エリア内で完結する他の施策と異なりエリア間連携を要するため、
三次②必要量算定業務の中でも比較的大きな負担となっている。（2024年度事後検証結果が示すとおり）

◼ また、2024年度事後検証等の結果を踏まえると、共同調達の必要量低減効果は相対的に小さく、その一方で、
新規取組である「取引単位時間30分化」については、必要量低減効果だけ※1ではなく、応札量増加（事業者が
応札しやすくなる）効果も期待されるところ。

◼ 上記を踏まえると、2025年度からの必要量低減施策（安定供給に支障をきたさない範囲で最適な組み合わせ）
としては、「共同調達」と「取引単位時間30分化」を入替えた※2上で、「アンサンブル予報」「効率的な調達」「取引
単位時間30分化」の組み合わせとすることが合理的と考えられる。

◼ また、上記に伴い、比較的運用負担が少なく効果が大きい各種施策の追加導入が可能になることも期待できる。

取組 取組概要

共同調達
単独エリアの必要量決定後、共同調達必要量を算出し、
各エリアに配分する

アンサンブル予報
前日の信頼度階級予測をもとに、
必要量テーブルの使い分けを実施して必要量を決定する

効率的な調達
前日必要量を1σとして、前日15時再エネ予測値の
下振れが大きければ余力活用で追加調達を実施する

取引単位時間
30分化（新規）

前日の再エネ予測値をもとに決定していた必要量を、
3時間単位から30分単位へ変更する

※2 将来的にシステム化等により、「共同調達」の運用負担低減が可能と見込まれる場合、改めて「共同調達」含めた組み合わせも検討する。

入
替
え 2025年度から

最適となる
組み合わせを実施

※1 必要量低減効果に限ったとしても、「共同調達」より「取引単位時間30分化」の効果の方が高くなる。



60(参考) 取引単位時間30分化の必要量低減効果

◼ 三次②について、これまでは取引単位が3時間であったが、2025年度から取引単位が30分コマに変更される。

◼ 取引単位が3時間の場合、調達量はそのブロック内で再エネ予測誤差が最大となる時間帯の値で算出しており、
三次②で対応するFIT予測誤差の中で大宗を占めている太陽光発電について、基本的に出力と誤差は相関関係
にあり、出力が大きい時間帯ほど誤差も大きくなると想定される。

◼ 取引単位が3時間の現行においては、3時間ブロック内に出力変動があったとしても、当該ブロックの中の最大値相当
の予測誤差に対応できる量の調整力を必要量として調達することになる。

◼ この点、取引単位30分コマ化により、再エネ予測に応じて30分単位で必要量を変更することで、より細かい粒度で
予測に即した必要量とすることが可能となり、ブロック単位では必要量が低減されることになる。

1ブロック 6ブロック・・・ ・・・ 8ブロック 1コマ 31～36コマ・・・ ・・・ 48コマ

ブロック内のコマのうち
予測誤差の最大相当値を
必要量として調達

必要量低減

【取引単位：３時間】 【取引単位：30分】

30分コマごとに必要量を決定することで
より予測に即した調達が可能となる
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◼ また、過去の検討において、「取引単位時間30分化」については、応札量増加（事業者が応札しやすくなる環境）
にも繋がるとされており、その効果は必要量低減効果よりも大きいと期待されている。

出所）第26回需給調整市場検討小委員会（2021年11月2日） 資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html

(参考) 取引単位時間30分化の応札量増加効果

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html
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◼ 共同調達に限らず、必要量低減の各施策については、日々の需給運用の中でリアルタイム対応しているものであり、
また、翌日の三次②募集量の算定に関するものとして、対応する時間帯もラップしていることやこれらの施策が互いに
関連していることを踏まえると、これらに係るマンパワーコストの評価は難しいと考えられる。

◼ また、これら各施策における業務輻輳に関しては、物理的に人員を増員すれば解消できると考えられるものの、これら
の対応は基本的に毎日（365日）実施しており、主に当直員で対応しているため、各エリアの当直が5チーム体制
と考えると、対応者を1名増員することは、9エリア全体では、45名（1名×5チーム×9エリア）もの増員を実施する
ことになるともいえる。

◼ 加えて、電力の安定供給の中核を担う当直員は数年単位の専門的な教育にもとづいた技術力が必要となることから、
人員増の方針を定めてから実際に増員できるまでタイムラグが発生することとなり、運用状況を考慮せずに応札実績
や落札価格等に応じて即時の制度的対策を追加適用し続けると、安定供給を担保しつつ年々複雑化する制度に
対応する体制を整えることは難しい。

◼ この点、各社の人員事情にもよるが、昨今の社会問題である全国的な人手不足を踏まえると、全てのエリアが同様に
増員して専門的な教育を施し、これら施策に対応することは現実的に困難である（コストを掛けることで必ずしも
解決するものではない）と考えられる。

(参考) 必要量低減施策の実務者の確保について



63（４）2025年度の三次②年間必要量（推定値）について

◼ 前述の整理のとおり、 「アンサンブル予報」、「効率的な調達」および「取引単位時間30分化」を踏まえた、各エリアの
2025年度三次②年間必要量推定値※は下記のとおりとなる。

◼ 昨年度の事前評価において算定した2024年度年間必要量の推定値（設備増加分は補正）と比較したところ、
約117億ΔkWh（▲56%）の必要量低減が想定される。

【事前評価時の年間必要量推定値】
[億ΔkWh]

【合計】
24年度：210.4 [億ΔkWh]
25年度：93.3 [億ΔkWh]

※ 2025年度値は、2024年10月までの実績値に基づいた必要量を用い、2023年11月～2024年10月の前日予測値を使用して試算
2024年度値は、2024年度事前検証で算出した（効率的な調達導入前の）必要量に2025年度設備増加分を補正
なお、2024年11月以降の実績値に基づく必要量テーブルについては、25年度上期中に広域機関にて確認予定

算定の諸条件 24年度必要量 25年度必要量

アンサンブル予報 適用 適用

共同調達 適用
未適用

（30分化と入替）

効率的な調達 未適用 適用

取引時間単位 3時間 30分



64(参考) アンサンブル予報の活用による必要量低減効果について

◼ 2025年度の三次②必要量について、従来の必要量テーブル※1により算出された必要量に対しアンサンブル予報の
活用による年間必要量を比較した結果、全エリア合計で▲16.8億ΔkWh（▲8.0％）の低減効果が見込まれる
ことが確認できた。

◼ なお、効率的な調達導入により1σ相当値に対するアンサンブル予報の活用を休止していた北陸エリアについては、
2025年度事前評価の結果においても、1σ相当値に対するアンサンブル予報活用による必要量低減効果は見られ
なかったことから、北陸エリアにおいては必要量低減が見込まれた段階でアンサンブル予報を適用する※2こととする。

【2025年度三次②必要量（推定値）】

【合計】 アンサンブル未導入：110.1 [億ΔkWh] アンサンブル導入：93.3 [億ΔkWh]

[億ΔkWh]

※1 効率的な調達導入済み・取引単位時間30分・共同調達未考慮の単独テーブルでの比較

※2 効率的な調達では1σ相当値と3σ相当値を比較して小さい値を必要量として採用しているが、北陸エリアは1σ相当値はアンサンブルを適用せず、
3σ相当値は過去実績もあることからアンサンブルを適用する運用にすることで、最大限の必要量低減を図る。



65(参考) 効率的な調達による必要量低減効果について

◼ 第43回本小委員会（2023年11月9日）の試算では、効率的な調達導入により、全エリア合計34％程度の
必要量低減が期待されることが示されている。

◼ この点、2025年度の効率的な調達導入による必要量増減を比較※1したところ、効率的な調達導入により全エリア
合計▲51.0億ΔkWh（▲24.2％）程度の必要量低減効果が想定される試算結果となった。

※1 アンサンブル予報適用・共同調達未適用・取引単位時間30分の単独テーブルでの比較

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

効率的な調達
未導入

4.2 18.3 25.0 21.3 1.8 15.5 10.1 9.5 38.6 144.3 

効率的な調達
導入後※2

3.0
（0.1）

12.4
（0.3）

17.1 
（1.0）

11.5
（0.9）

1.0 
（0.1）

9.7
（0.5）

7.3 
（0.3）

7.0
（0.7）

24.4
（1.2）

93.3
（5.1）

低減効果 1.2 5.9 7.9 9.8 0.8 5.8 2.8 2.5 14.2 51.0

[億ΔkWh]

※2 （）は再エネ予測下振れ時の追加調達量



66(参考) 取引単位30分コマ化による必要量低減効果について

◼ 2025年度の事前評価において、取引単位を3時間とした場合と30分とした場合の必要量※を比較すると、3時間
から30分にすることにより、全エリア合計で▲28.1億ΔkWh（▲13.4％）の必要量低減効果が見込まれることが
確認できた。

【事前評価時の年間必要量推定値】[億ΔkWh]

取引単位 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 合計

3時間 3.7 15.2 21.4 14.5 1.2 12.2 8.8 8.6 30.8 116.3 

30分 2.9 12.1 16.1 10.6 0.9 9.2 7.0 6.4 23.1 88.2

低減効果 0.8 3.1 5.3 3.9 0.3 3.0 1.8 2.2 7.7 28.1

※アンサンブル予報の導入後・共同調達未考慮の単独テーブルでの比較。また、必要量は1σ相当値として、追加調達は考慮していない



67（５）2025年度の三次②年間必要量の安定供給上の評価について

◼ 前述のアンサンブル予報の活用、効率的な調達、取引時間30分化（共同調達との入替え）を踏まえた各エリアの
2025年度三次②の年間必要量の推定値について、安定供給上の影響がないことを確認した。

◼ 具体的には、各エリア2025年度必要量推定値および2024年度必要量実績値の2024年度の再エネ予測誤差
実績に対する過不足を確認した※。

◼ 各エリア毎の確認の結果、必要量が再エネ予測誤差に対して不足となる領域について、2024年度実績と大きな
相違がないことから、2025年度必要量推定値についても安定供給上問題ないと言えるのではないか。

【東京エリアの例】

※ 24年度必要量実績は、23年11月～24年10月の値を使用
25年度必要量推定値と比較する24年度再エネ予測誤差実績については、25年度の設備増加分を補正

：24年度実績 ：25年度推定値



68(参考) 24年度・25年度必要量と24年度再エネ予測誤差の実績比較

北海道 中部

北陸 関西 中国

四国

東北

※24年度必要量実績は、23年11月～24年10月の値を使用
25年度必要量推定値と比較する24年度再エネ予測誤差実績については、25年度の設備増加分を補正

九州

：24年度実績

：25年度推定値
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70今後の三次②必要量低減の取り組みについて（１／３）

◼ 三次②必要量低減の取り組みである再エネ予測精度の向上施策として、第103回調整力及び需給バランス評価
等に関する委員会（2024年11月26日）で、「1σ対応の信頼度階級予測の検討」および「NEDO事業の実装」
について議論された。

◼ 現行の信頼度階級予測は3σ相当値の誤差に対応していることから、効率的な調達導入により必要量が1σ相当値
となったことで、必要量低減効果が低下していた。これに対して1σ相当値に対応した信頼度階級予測について、
一般送配電事業者および気象会社が連携して検討し、アンサンブル予報の更なる効果向上を目指すこととした。

◼ この点、関西エリアの先行取り組みにより、1σ相当の予測誤差に対応した信頼度階級予測を用いることで、必要量
低減効果が大きくなる （効率的な調達の導入前と同水準）ことが確認できたため、2024年12月の三次②取引
から先行導入することとなった。引き続き、12月以降の実績を踏まえ、他エリアへの展開等の検討を進めていく。

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024年11月26日) 資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html


71今後の三次②必要量低減の取り組みについて（２／３）

◼ また、NEDO事業では、2021～2024年度までの4ヵ年の期間で、三次②必要量低減に資する翌日および翌々日
程度先の日射量予測が大きく外れる課題を解決するため、再エネ予測技術の開発を実施している。

◼ 事業完了後、三次②に係る再エネ予測への実装のためには、環境整備やシステム設計等が必要となり、第103回
調整力及び需給バランス評価等に関する委員会において予測技術の実用化予定スケジュールが示された。

◼ NEDO事業の最終目標が達成された場合、再エネ予測誤差が従来手法に比べて最大誤差で20％低減されること
となるため、NEDO事業における予測技術の実用化について、早期の社会実装を目指し、引き続き関係各所と
連携して検討をすることとした。

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024年11月26日) 資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html


72今後の三次②必要量低減の取り組みについて（３／３）

◼ その他、第53回本小委員会（2025年1月24日）において、「欧州では再エネ予測誤差にのみ対応するような
三次②相当の商品は存在せず、再エネ予測を実需給に引き付けたり機械学習を活用して精緻な再エネ予測をする
ことで、供給力や需給変動用の調整力と一本化して対応しており、日本でも同様の方向性が望ましいのではないか」
といったご意見をいただいた。

◼ この点、現行のFIT特例①においては、一般送配電事業者が前日6時にFIT電源出力予測値を小売電気事業者

に配分（FIT通知）し、小売電気事業者はそれを発電計画値として採用しており、それ以降は実需給まで計画の

見直しを行わず、以降の同時同量達成義務は免除されることになっている※。

◼ このため、一般送配電事業者は前日から実需給までのFIT電源予測誤差に対応する調整力を確保する必要があり、

このうち前日6時～GCの予測誤差に対応する調整力として三次②が設定されている。

◼ 他方、再エネ予測誤差は実需給に近いほど改善されていくため、FIT通知タイミングをより実需給に引き付けることで、
誤差そのものを低減し、これに対応する調整力である三次②必要量を低減させることも原理的には可能となる。

◼ 上記については、買取義務者への影響等も考慮して検討する必要があるが、FIT通知を後ろ倒しすることによって、
三次②必要量の元となる予測誤差の低減が期待できることから、今後、国と連携して検討することが考えられるか。

＜第54回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）でのご意見＞

✓ 三次②はFIT制度の課題である前日からGCの再エネ予測誤差に大きく関係している。 この点、日本と比較してFIT・FIP制度を先行
導入している欧州では、三次②に該当する調整力商品は設けず、機械学習などを活用した精緻な予測をもとに誤差を織り込んで
需給運用をしている。日本でも、再エネ予測誤差のみに対応する三次②のような調整力は、需給変動に対応する調整力として
一本化して、複合約定ロジック等にリソースを割くことが適切ではないか。（エナジープールジャパン(株) 市村オブザーバー）

※ FIT特例③の場合、買取義務者（TSO）においては、計画配分（前日6時の通知分）に従って、スポット市場に売り入札を行うこととなっている。



73(参考) FIT特例①③における計画通知

出所）第3回同時市場の在り方等に関する検討会（2023年10月23日） 資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/doji_shijo_kento/pdf/003_04_00.pdf


74(参考) FIT通知の後ろ倒しによる再エネ予測誤差の低減について

出所）第27回電力・ガス基本政策小委員会（2020年7月28日) 資料6-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

◼ 過去の電力・ガス基本政策小委員会においても、再エネの市場統合促進ならびに社会コスト低減に資するとして、
FIT通知の後ろ倒しが挙げられており（ただし、柔軟な調整力の確保と併せた検討が必要）、技術的にも実需給に
近づけば、再エネ予測精度が向上することも確認されている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html
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76まとめ

◼ 今回、2024年度三次②必要量の事後検証および2025年度三次②必要量テーブルの事前評価を行った。

• 事後検証について

✓ 生じた再エネ予測誤差に対して、三次②調達量が不足となるコマが、全国平均で21%程度生じていたが、
二次②・三次①や余力活用電源および広域需給調整で対応が出来ており、2024年度三次②調達における
安定供給上の影響はなかったと言えるのではないか。

✓ 7月以降の効率的な調達の導入に伴い、4月～10月における三次②必要量が前年度比で約12億ΔkWh
低減しており、三次②必要量低減に向けた取り組みの効果として評価できるのではないか。

• 事前評価について

✓ 2025年度の三次②必要量テーブルについては、母集団データの採録期間を至近2か年、特異値補正を
格差1%以上とすることとしてはどうか。

✓ 効率的な調達および取引時間単位30分化により、 2025年度の三次②年間必要量（推定値）は
約93.3億ΔkWh（2024年度は約210.4億ΔkWh）となる見通し。

✓ なお、運用負担と必要量低減効果を考慮して、共同調達と新規施策（30分化）を入替えることとする。

• 今後の三次②必要量低減の取り組みについて

✓ 1σ相当値に対応した信頼度階級予測の検討により、アンサンブル予報活用の更なる必要量低減を目指す。

✓ NEDO事業で開発された予測技術の三次②必要量算定への実装に向けては、事業完了後も関係者で
連携しながら適切に対応していくこととする。

✓ FIT予測誤差低減のため、FIT通知の後ろ倒しについて国と連携して検討することとしてはどうか。


